
告 示

�愛媛県告示第９７８号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告示第６０７号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領の規定は、平成３１年度以降の格付けについて適用し、平成３０年度の格付けについては、なお従

前の例による。

平成３０年１０月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 愛媛県建設工事請負業者選定要領の一部改正………………………………………………………………………………………………………（土木管理課）…９０５

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…９０６

公 告

○ 平成３１年度及び平成３２年度において県が発注する建設工事に係る競争入札又は随意契約の見積りに加わろうとする者に必要な資格並びにその審

査の申請の時期及び方法等……………………………………………………………………………………………………………………………（土木管理課）…９０６

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第３条、第４条、様式第２号関係） 建設工事入札参

加資格審査申請書

様式第１号（第３条、第４条、様式第２号関係） 建設工事入札参

加資格審査申請書

省略 省略

省略 清掃施設 解体 省略 省略 清掃施設 省略

省略 省略 省略 省略

省略 省略

１６ 本県との非常事態に関する協定に基づく応急対策業務等

の実績

１６ 本県との非常事態に関する協定に基づく応急対策業務

の実績

省略 省略

省略

女性

建設

機械

資格

省略

女性

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

毎週（火・金）曜日発行 第３０１９号 平成３０年１０月１６日

平成３０年１０月１６日火曜日 第３０１９号

愛 媛 県 報

９０５
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公 告

�公 告

平成３１年度及び平成３２年度において県が発注する建設工事に係る

競争入札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に

加わろうとする者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにそ

の審査の申請（以下「申請」という。）の時期及び方法等を、次の

とおり定めた。

平成３０年１０月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

� 大工工事

� 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事

� 屋根工事

� 電気工事

	 管工事


 タイル・れんが・ブロック工事

� 鋼構造物工事

�愛媛県告示第９７９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年１０月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

省略 省略

���������������������������������������� ����������������������������������������
省略 省略

省略 省略

３０ 建設機械運転業務の有資格者の雇用状況

３０ 表彰受賞歴

氏名 年齢 生年月日 雇用年月日 資格の種類

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

３１ 表彰受賞歴

省略 省略

３２ 省略 ３１ 省略

省略 省略

３３ 省略 ３２ 省略

省略 省略

３４ 省略 ３３ 省略

省略 省略

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２８）第１２６１６号 平成２９年
３月３日 �南洋建設 泉田 保夫 松山市余戸南１－２２－５２ 平成３０年

９月１４日
左官工事業、鉄筋工事業
板金工事業、ガラス工事業
防水工事業、建具工事業

建設業の廃止

愛 媛 県 報平成３０年１０月１６日 第３０１９号

９０６



� 鉄筋工事

� 舗装工事

� しゅんせつ工事

� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

� 内装仕上工事

	 機械器具設置工事


 熱絶縁工事

� 電気通信工事

� 造園工事

 さく井工事

� 建具工事

� 水道施設工事

� 消防施設工事

� 清掃施設工事

� 解体工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）第２条の規定

による等級別格付け（以下「格付け」という。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」という。）第１２

条第２項において例によることとされる業者選定要領の規定

による格付けをされた経常建設共同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２項の通知を受

けた特定建設工事共同企業体（特定建設工事共同企業体が加

わることができる競争入札等の場合に限る。）

エ 共同企業体要綱第２３条から第２７条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第２８条第２項の通知を受

けた地域維持型建設共同企業体（地域維持型建設共同企業体

が加わることができる競争入札等の場合に限る。）

オ 愛媛県復旧・復興建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成

３０年１０月愛媛県告示第９７１号）第５条から第９条までに定め

る資格要件を満たすものとして、同要綱第１０条第２項の通知

を受けた共同企業体（当該共同企業体が加わることのできる

競争入札の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

平成３０年１０月２９日（月）から１２月１４日（金）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。

なお、その後も、随時申請を受け付けるが、この場合には、競

争入札等に間に合わないことがある。

また、特定建設工事共同企業体及び地域維持型建設共同企業体

に係る申請の時期については、別に公告するところによる。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

県のホームページのえひめの土木

（http://www.pref.ehime.jp/h40180/5739/index.html）から

ダウンロードするか、又は別表の提出先に請求する。

� 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参して提出するものとする。

� �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業体及び
地域維持型建設共同企業体に係る申請書類の請求先及び提出先

については、別に公告するところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、平成３１年度及び平成３２年度の建設工事に係る競争入札

等について効力を有する。ただし、特定建設工事共同企業体又は

地域維持型建設共同企業体に係る資格は、それぞれ当該特定建設

工事共同企業体又は当該地域維持型建設共同企業体を結成して加

わろうとする競争入札等について効力を有する。

９ 平成３３年度及び平成３４年度の資格審査

平成３３年度及び平成３４年度の建設工事に係る競争入札等に加わ

ろうとする者の資格については、平成３２年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問合せ先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課建設業係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２６４４

愛 媛 県 報平成３０年１０月１６日 第３０１９号

９０７



別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県土木部土木管理局土木管理課
〒７９０－８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
電話番号 ０８９－９１２－２６４４

県外及び測量・建設コンサル
タント等

愛媛県東予地方局四国中央土木事務所用地管理課
〒７９９－０４０４
四国中央市三島宮川四丁目６番５３号
電話番号 ０８９６－２４－４４５５（内線２５５）

四国中央市

愛媛県東予地方局建設部管理課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線４０７）

新居浜市及び西条市

愛媛県東予地方局今治土木事務所管理課
〒７９４－８５０２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２６２）

今治市及び越智郡

愛媛県中予地方局建設部管理課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９０９－８７６９

松山市、伊予市、東温市及び
伊予郡

愛媛県中予地方局�万高原土木事務所用地管理課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡�万高原町�万５７１番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２１０（内線４１５）

上浮穴郡

愛媛県南予地方局大洲土木事務所事業管理課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５番地１
電話番号 ０８９３－２４－５１２１（内線３０６）

大洲市及び喜多郡

愛媛県南予地方局八幡浜土木事務所管理課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線４０６）

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県南予地方局西予土木事務所用地管理課
〒７９７－００１５
西予市宇和町卯之町五丁目１７５番地３
電話番号 ０８９４－６２－１３３１（内線１３４）

西予市

愛媛県南予地方局建設部管理課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線４０７、４０８）

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県南予地方局愛南土木事務所用地管理課
〒７９８－４１３１
南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番地
電話番号 ０８９５－７２－１１４５（内線２０５）

南宇和郡

愛 媛 県 報平成３０年１０月１６日 第３０１９号

９０８



様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書

愛 媛 県 報平成３０年１０月１６日 第３０１９号

９０９



様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書

平成３０年１０月１６日 発行

愛 媛 県 報平成３０年１０月１６日 第３０１９号

９１０


